
 
 

平成２９年度事業計画書 

平成 29 年 4 月 1 日より平成 30 年 3 月 31 日まで 

 
公益財団法人 マリア財団 

 

 
はじめに 

公益財団法人としての活動基盤が確実に定着し、また、財団知名度も徐々に

上がり、さらなる充実を図っていく。 

今年度も公益活動をする上で、より多くの方からの理解と関心を得るために

積極的な活動を通して事業の維持・拡大を図り、目的の達成を目指していく。 

 

 
1      事   業 
 
（1）幼児・児童教育を支援する個人・団体に対する助成  

子供たちの心身とも に健全な発育、豊かな人間性の育成と才能開発を図るこ

とにより、児童教育基盤がより充実したものになることを目指すために、新し

い視点をもった独創的な児童教育実践の研究への助成を行う。 

 

研究助成事業を以下の要項で行う。 

【応募資格】幼児・児童教育等に関する研究者、研究団体 

【助成内容】公募によって申請のあった研究について、必要資金の全部または 

一部を助成。 

1 件当たり 10 万円～30 万円 

年度内限度額 90 万円 

【応募方法】公募 

【募集期間】年に１回として、選考委員会が定める。今年度については下記ス 

ケジュールを予定。 

６月～９月：公募、申請受付 

１１月：選考、支給先決定 

１２月：助成金支給者との書類等のやり取り 

１月：支給 

【選考方法】選考委員会は、助成金の交付対象となるものを選考し、その結果 

を理事長に報告するものとする。また、選考委員会は、必要と認めるときは、  

申請者に対し追加資料の提出を要求し、あるいは口頭の説明を求めることが 



できる。理事会は、選考委員会の選考結果に基づき、助成対象者を決定する。 

理事会は決定にあたり、必要に応じて選考委員の意見を聴取することができ 

るものとする。 

 

【審査の視点】本事業の趣旨、目的に照らし以下の基準が審査の際に重視され 

る視点となる。 

(1) 原則として国内において、幼児・児童教育等に関する研究を行うものであ 

ること。 

(2) 研究計画の進め方が着実なものとなっており、当該研究の目的を達成する 

ために適切であるか。 

(3) 研究代表者の研究業績等にかんがみ、その研究を遂行し、所期の成果をあ 

げることが期待できるか。 

(4) 過度に特殊な事象研究に留まらず、一般性を持つ研究であり、その成果が 

公益のために貢献するものか。 

【選考委員会】助成金選考規定により 3 名から 5 名で構成する。 

※外部有識者 2 名と本法人理事長 1 名の以下 3 名を最初の選考委員とする。 

＜外部有識者＞ 

・早瀬 律子（はやせ りつこ）（プライム・ミッション・ゼミ 代表） 

・橋本 英重(はしもと ひでしげ) 

（ミッドメディア有限会社代表取締役、ビジネスプロデューサー） 

＜本法人理事長＞ 

・松原 英司 

【その他】助成金の交付者には、成果発表として講演をしてもらう。 

 研究をまとめた冊子を作成する。 

 また、今までの交付者と役員との交流会を開催し、幼児・児童教育の活動の充

実を図っていく。 

 

 
（2）幼児・児童の教育及び健康に関する教室・講演会・セミナーの開催  

次代を担う子供たちの心身ともに 健全な発育、豊かな人間性と才能開発を図

り社会貢献を目指すために、今年度も英会話教室・体操教室・絵画教室及び保

護者向けの幼児・児童の健康に 関する講演会及びセミナーの開催をする。 

今年度は新たな取り組みも追加してく。 

 
幼児・児童の教育及び健康に関する教室・講演会・セミナーを以下の要領で 

開催する。 

 



ア 英会話教室 

【開催回数】年１～２回 

【開催場所】本法人事務所、保育園その他の教育施設及び公民館等 

【参加人数】２０人程度 

【参加費】無料 

【対象者】１２歳未満の幼児及び児童 

【講師】幼児・児童向け英会話講師 

【内容】英語を「聞く・話す」ということにポイントを置きながら、遊びを通 

じて楽しみながら自然と英語が身につくように、英語のレッスンを行う。 

また、英語の歌の教室を開催し、リズミカルに楽しく学ぶことで英語への抵抗

感をなくし、さらに自然に英会話が身につくことを目指す。 

 

イ 体操教室 

【開催回数】年３～４回 

【開催場所】保育園その他の教育施設で運動場が確保できるところ 

【参加人数】２０人程度 

【参加費】無料 

【対象者】１２歳未満の幼児及び児童 

【講師】村田 トオル氏（（社）日本親子体操協会 参与） 

    大久保 裕美（本法人理事、（社）日本親子体操理事） 

    その他 

【内容】体操の指導を通じて、幼児及び児童に体を動かすことの楽しさを学

んでもらうことを主眼として教室の指導にあたる。教室での活動を通じて、

こどもたちがスポーツに親しみ、自ら体を動かす習慣を身に着けさせるこ

とを指導方針とする。 

  幼児においては「親子ふれあい体操」として保護者と一緒に体操をする

ことにより、その絆を深める。 

 
ウ 絵画教室 

【開催回数】年１回 

【開催場所】本法人事務所、保育園、その他の教育施設及び公民館等 

【参加人数】１５人程度 

【参加費】無料 

【対象者】１２歳未満の幼児及び児童 

【講師】絵画教室の講師、イラストレーター 

【内容】２，３歳児クラスと４、５歳児クラスに分けて親子が一緒にお絵か

きをすることで、こどもの情操教育とする。 

 



エ 鯉のぼり制作 

【開催時期・回数】１月～４月 年１回 

【開催場所】】テイマパーク、小学校など 

【参加人数】１００人～ 

【参加費】無料 

【対象者】幼児及び児童 

【内容】５月の鯉のぼり掲揚までに制作。１０ｍの白地の鯉のぼりに、発泡ス

チロールをリサイクルして作った魚のスタンプを押し、その魚（１０００匹

ほど）の中にこどもたちが各自の夢を書きこむ。 

皆と作業する楽しさ、小さいことでも皆と協力することで大きなことができる

という自信をつける。そして夢をもつことの大切さを学び、子供達の豊かな心

の育成を目指す。 

 

オ 幼児・児童の健康面に関する情報提供 

【開催回数】年１～２回 

【開催場所】本法人事務所、貸し会議室等 

【参加人数】２０人程度を予定しているが参加申込者が多数に渡った場合には、

より大規模な会場を借りるなどして、 ５０人程度までは対応する予定。 

【参加費】無料もしくは安価な参加費 

【対象者】制限は設けないため、幼児及び児童の教育、健康に関心を持つ方不 

特定多数が参加可能。 

【講師】・真弓 定夫 先生（真弓小児科医院 院長）もしくは他の小児科医 

・大久保 裕美（本財団理事、（社）日本親子体操理事） 

【内容】小児科医を招き、幼児・児童の健康面での情報提供のための講演会を 

開催し、子供たちの健やかな成長の一助となることを目指す。 

 また、本法人理事である大久保裕美が医療法人、学校法人での非常勤講師の

体験を通じて得た子どもと親の心身ともに健康となるための有益なアドバイ

スをする。 

 

 

（3）幼児・児童教育、施設開設に関する相談・支援事業 

 様々な理由により待機児童の数は増加しており、行政は都道府県ごとにより

実情に即した対策を実施していくなかで、その手助けとなるよう当法人では今

年度も保育所に入所を希望する保護者へ適 切に助言を提供するとともに、保育

所設立を検討・準備している者に対しては、 設立に関する相談・支援事業を行い

保育所の設置を促進し、これにより社会貢 献を目指す。 

 
幼児・児童教育、施設開設に関する相談・支援事業を以下の要領で開催する。  



 

ア 幼児・児童の保護者向けの相談会 

【開催回数】年１回～２回 

【開催場所】本法人事務所、貸し会議室等 

【参加人数】個別相談を基本とするため、一回の相談は数名程度となる予定。 

【参加費】無料 

【対象者】主として幼児・児童の保護者及びその関係者が想定されるが、限定 

は設けない。 

【相談員】 

・松原 英司（本法人理事長、ドレミ保育園理事長） 

・ＮＰＯ法人キッズエクスプレス２１役員 

・公益財団法人国際医療福祉教育財団役員 

・大久保 裕美（本法人理事、広尾愛育会非常勤講師） 

【内容】主として、その養育する幼児につき、保育所への入園を希望する保護 

者や、現在幼児を保育所に預けているものの、かかる保育所の利用に関して、 

 専門家より第三者的な助言を必要としている保護者を対象として、専門家の 

観点から助言、指導を行い、これらの保護者らの不安の払拭や悩みの解消を 

図る。 

 

イ 保育園設立相談・支援 

【開催回数】年１回 

【開催場所】本法人事務所、貸し会議室等 

【参加人数】個別相談を基本とするため、一回の相談は数名程度となる予定。 

【参加費】無料 

【対象者】主として保育園設立を検討・準備している者が想定されるが、限定 

は設けない。 

【相談員】 

・松原 英司（当法人理事長、ドレミ保育園理事長） 

・ＮＰＯ法人キッズエクスプレス２１役員 

・公益財団法人国際医療福祉教育財団役員 

【内容】保育園など幼児・児童施設の経営経験者、幼児・児童教育者などの経 

験豊かな者が、保育園設立に関する助言、アドバイスを行う。 

 

 
 

 

 



本年度は、以上の事業活動により目的達成を目指していく。 


